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   保育所における保育士の配置基準を改善する省令改正及び 

保育士の処遇改善に関する意見書（案） 

 

保育所における保育士の配置基準の改正を求める声が高まっている。日本

の基準は、国際的に見ると、子どもの豊かな育ちや安全な生活を保障するも

のになっていない。特に４・５歳児では幼児３０人につき１人以上の保育士

を配置することとしているが、この基準は昭和２３年の制定以来、改正され

ていない。 

政府が本年６月１３日に閣議決定した「こども未来戦略方針」によると、

「７５年ぶりの配置基準改善と更なる処遇改善」として、「職員配置基準につ

いて１歳児は６対１から５対１へ、４・５歳児は３０対１から２５対１へと

改善するとともに、民間給与動向等を踏まえた保育士等の更なる処遇改善を

検討する。」とされている。 

これを具体化するに当たっては、保育士を基準より手厚く配置した保育所

に対する運営費の加算のみにとどめるべきではない。国が省令で定めた基準

自体を改正するとともに、保育士の処遇改善を進め、全ての保育所での保育

士の増員につなげることが必要である。 

よって、東京都議会は、国会及び政府に対し、保育所における保育士の配

置基準を改善する省令改正及び保育士の処遇改善を行うよう強く要請する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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